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Ⅰ 多賀城市教育委員会の点検・評価 

 １ 教育委員会の点検・評価 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が平成１９年６月に一部改正

され、平成２０年度から教育委員会が教育行政事務の管理及び執行状況につい

て点検・評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと

もに、公表することが義務づけられました。 

そのことから、前年度実施した事業の内、主要な事業について点検・評価を

実施し、更に、平成２６年度教育重点目標に基づいて学校評価を行い、教育行

政に関する学識経験者の意見を付した報告書を議会に提出するとともに、公表

しました。 

 ■地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）■ 

  （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出

するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 

※ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第

76 号）の施行期日である平成 27 年 4 月 1 日現在で在職する従前の教育長の任期中は、

経過措置として、改正前の法第 27 条の規定を適用し、改正後の法第 26 条の規定は、

新たな教育長が就任した時点から適用する。 

なお、改正後の法第 26 条においては、下線の引用部分「同条第３項
・ ・ ・

の規定」が、「同

条第４項
・ ・ ・

の規定」となる。 

２ 平成２６年度の点検・評価実施内容

(1)  教育委員会 

平成２６年度の開催状況及び審議状況並びに研修会等出席状況について

とりまとめ、点検・評価として実施しました。 

(2)  学識経験者の意見活用 

平成２６年度の点検・評価においては、学識経験者２名の方から意見を

いただきました。この意見を受け、教育委員会では各事務事業を検証し、

業務改善に活用しました。 

(3)  事務事業の点検・評価 

平成２６年度に実施した事業のうち、主要事業３８事業について点検・

評価を実施しました。 

(4)  学校評価 

平成２６度教育重点目標に基づき学校評価を実施しました。 



Ⅱ 平成２６年度の点検・評価 

 １ 教育委員会 

  (1) 多賀城市教育委員会委員 

    教育委員会は、５名の委員による合議制の執行機関です。 

職   名 氏   名 備   考 

委 員 長         浅 野  憲 隆  H26.10.1 再任 

委員長職務代理者 菊池 すみ子  H26.10.1 再任 

委            員 樋渡 奈奈子                        

今 野  喜 弘   

教   育   長  菊 地  昭 吾  

  (2) 教育委員会の開催状況 

       平成２６年度は、定例会及び臨時会を計１８回開催しました。 

 会 議 名 開催年月日 審議等件数

1 平成 26 年第３回臨時会 平成 26 年 4 月 10 日 １件 

2 平成 26 年第４回定例会 平成 26 年 4 月 23 日 2 件 

3 平成 25 年第４回臨時会 平成 26 年 5 月 15 日 3 件 

4 平成 26 年第５回定例会 平成 26 年 5 月 23 日 4 件 

5 平成 26 年第６回定例会 平成 26 年 6 月 23 日 4 件 

6 平成 26 年第５回臨時会 平成 26 年 7 月 14 日 1 件 

7 平成 26 年第７回定例会 平成 26 年 7 月 30 日 2 件 

8 平成 26 年第８回定例会 平成 26 年 8 月 28 日 0 件 

9 平成 26 年第９回定例会 平成 26 年 9 月 22 日 3 件 

10 平成 26 年第６回臨時会 平成 26 年 10 月 1 日 1 件 

11 平成 26 年第 10 回定例会 平成 26 年 10 月 22 日 1 件 

12 平成 26 年第 11 回定例会 平成 26 年 11 月 19 日 3 件 

13 平成 26 年第 12 回定例会 平成 26 年 12 月 25 日 4 件 

14 平成 27 年第１回定例会 平成 27 年 1 月 26 日 3 件 

15 平成 27 年第１回臨時会 平成 27 年 2 月 13 日 1 件 

16 平成 27 年第２回定例会 平成 27 年 2 月 27 日 4 件 

17 平成 27 年第２回臨時会 平成 27 年 3 月 12 日 1 件 

18 平成 27 年第３回定例会 平成 27 年 3 月 23 日 7 件 
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 (3) 教育委員会の審議状況 

平成２６年度は、議案２６件、臨時代理事務報告１４件、計４０件を審

議し、５件の事項について報告をいたしました。     

会 議 名 審  議  内  容 

平成 26 年 

第３回臨時会 

・報告第１号 

 移転後の市立図書館の概要について 

平成 26 年 

第４回定例会 

・臨時代理事務報告第４号  

 職員の人事について 

・臨時代理事務報告第５号  

 職員の人事について 

平成 26 年 

第４回臨時会 

・報告第２号  

 多賀城市立図書館指定管理者選定委員会の結果について

・議案第１０号  

 指定管理者の候補について 

・議案第１１号  

 教育財産の取得について 

平成 26 年 

第５回定例会 

・議案第１２号  

 多賀城市立図書館協議会委員の人事について 

・議案第１３号  

 多賀城市文化財保護委員会委員の人事について 

・議案第１４号  

 財産の取得に対する意見について 

・議案第１５号  

 多賀城市立図書館条例の一部を改正する条例に対する

意見について 

平成 26 年 

第６回定例会 

・議案第１６号  

 指定管理者の指定に対する意見について 

・臨時代理事務報告第６号  

平成２６年度多賀城市一般会計補正予算（第２号）に

対する意見について 

・議案第１７号  

 多賀城市学校給食センター運営審議会委員の人事につ

いて 
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・議案第１８号  

  平成２７年度多賀城市立小・中学校使用教科用図書の

採択基準について 

平成 26 年 

第５回臨時会 

・議案第１９号  

平成２７年度使用教科用図書の採択について 

平成 26 年 

第７回定例会 

・議案第２０号  

多賀城市文化財保護委員会委員の人事について 

・議案第２１号  

平成２７年度使用教科用図書の採択について 

平成 26 年 

第８回定例会 

・諸般の報告 

平成 26 年 

第９回定例会 

・臨時代理事務報告第７号 

平成２５年度多賀城市一般会計歳入歳出決算に対する

意見について 

・臨時代理事務報告第８号   

  平成２６年度多賀城市一般会計補正予算（第４号）に

対する意見について 

・報告第３号 

（仮）多賀城市教育振興基本計画の策定について 

（中間報告） 

平成 26 年 

第６回臨時会 

・議案第２２号  

委員長職務代理者の指定について 

平成 26 年 

第 10 回定例会 

・報告第４号  

  市立図書館移転準備業務の進捗状況及び今後のスケジ

ュールについて 

平成 26 年 

第 11 回定例会 

・臨時代理事務報告第９号 

議会の議決を経るべき事件の議案作成に係る意見につ

いて 

・臨時代理事務報告第１０号   

  多賀城市埋蔵文化財調査センター条例施行規則の一部

を改正する規則について 

・議案第２３号 

多賀城市指定文化財の指定解除について 

平成 26 年 

第 12 回定例会 

・臨時代理事務報告第１１号 

 平成２６年度多賀城市一般会計補正予算（第６号）に

対する意見について  
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平成 26 年 

第 12 回定例会 

 報告第５号 

多賀城市教育振興基本計画の策定について 

・議案第２４号   

  平成２５年度多賀城市教育委員会の点検及び評価の結

果に関する報告書について 

・議案第２５号 

平成２６年度多賀城市教育功績者等表彰について 

平成 26 年 

第１回定例会 

・議案第１号  

 平成２７年度多賀城市教育基本方針及び教育重点目標

について 

・議案第２号  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

に対する意見について 

・議案第３号   

 平成２６年度多賀城市一般会計補正予算（第７号）に

対する意見について  

平成 27 年 

第１回臨時会 

・議案第４号  

 県費負担教職員の任免等の内申について 

平成 27 年 

第２回定例会 

・議案第５号  

 多賀城市スポーツ推進審議会委員の人事について 

・議案第６号  

 仙台地区教科用図書採択協議会規約について 

・臨時代理事務報告第１号  

 平成２７年度多賀城市一般会計予算に対する意見につ

いて 

・臨時代理事務報告第２号  

 平成２６年度多賀城市教育功績者等表彰（追加）につ

いて 

平成 27 年 

第２回臨時会 

・議案第７号  

 教育財産の取得の変更について  

・臨時代理事務報告第３号  

 教育財産の取得の変更の議案に対する意見について 
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成 27 年 

第３回定例会 

・臨時代理事務報告第４号  

 和解及び損害賠償の額の決定の議案に対する意見につ

いて 

・臨時代理事務報告第５号  

 平成２６年度多賀城市一般会計補正予算（第８号） に

対する意見について 

・臨時代理事務報告第６号  

平成２７年度多賀城市一般会計補正予算（第１号） に

対する意見について 

・議案第８号 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則

について 

・ 議案第９号 

多賀城市教育委員会の教育長及び職員の営利企業等の

従事制限についての許可基準について 

・ 議案第１０号 

職員の人事について 
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 (4) 研修会等出席状況           

       平成２６年度は、委員が７回の研修会等に出席しました。 

月 日 研 修 会 等 名 称 開催地 

平成 26 年 

5 月 28 日

7 月 18 日

8 月 28 日

10 月 30 日

11 月 28 日

12 月 1 日

平成 27 年 

1 月 30 日

仙台管内教育委員会協議会総会・研修会 

東北六県市町村教育委員会連合会教育委員・教育長研修会

宮城県教育委員会・市町村教育委員会教育懇話会 

圏域別会議 

仙台管内教育委員会協議会教育委員研修会 

宮城県教育委員会・市町村教育委員会教育懇話会全

体会 

仙台管内教育委員会協議会委員長部会研修会 

宮城県市町村教育委員・教育長研修会 

大郷町 

盛岡市 

仙台市 

亘理町 

仙台市 

亘理町 

仙台市 
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２ 学識経験者の意見活用 

平成２６年度の点検・評価において学識経験者２名の方からいただいた意見

を受け、本市教育委員会は各事務事業を検証し、業務改善に活用しました。 

 事務事業の検証 

政 

策 
学識経験者の意見 教育委員会の検証 

学

校

教

育

・各小学校の学習指導支援員の存

在は、学習が遅れがちな児童にと

って大きな力になり、学習意欲を

高める力になる。事業の成果向上

のためには、遅れがちの児童の実

態把握と、どの時点でどの場で役

割を果たしていくのか明らかにし

て指導に当たるよう、担任との連

携を密にしていくことが肝要であ

り、指導の成果について常に検証

し確認していくことが必要であ

る。 

・軽度発達障害を抱えるなど、通常学級で

支援を必要とする児童生徒も増えており、

学習指導支援員による個別支援は、担任に

とって非常に大きな支えとなっています。

対象児童生徒の支援方針について双方の打

ち合わせ機会が浸透し、その効果も上がっ

ていることは、各小学校の落ち着いた授業

風景からも明らかであります。今後も個別

の指導計画に基づき、個々への適切な支援

が行われるよう、教育委員会として指導・

助言を行っていきます。 

・自主学習の場は主として家庭に

あり、平成２４年３月に「家庭学

習の手引き」が保護者向けと児童

・生徒向けに分かりやすく作成さ

れ、その活用について各家庭に周

知されている。家庭学習の意欲を

高め、習慣化の効果が期待される

が、更に自主的学習を促し習慣化

するためには、家庭で親が学校で

教師が毎日の家庭学習を評価、児

童にフィードバックしての意欲づ

けが必要である。また、授業の中

で自主学習につながる課題を提示

し、それを授業に生かし学習意欲

を 高め る 工 夫も必 要 かと 思 わ れ

る。ＰＴＡ活動、地域懇談会等の

・平 成 ２ ７ 年 ３ 月 に 「 家 庭 学 習 の 手 引

き 」 と 家 庭 へ の 啓 発 資 料 と し て 「 家 庭

学 習 リ ー フ レ ッ ト 」 を 全 面 改 訂 し 、 全

児 童 生 徒 に 配 布 し て い ま す 。 学 校 で 出

題 し た 課 題 を 授 業 の 中 で 扱 う サ イ ク ル

的 学 習 に 取 り 組 み 、 授 業 と 家 庭 学 習 の

連 動 が 図 ら れ て き て い る と こ ろ で す 。

学 校 評 価 や 全 国 学 力 ・ 学 習 状 況 調 査 結

果 を 分 析 し て 、 家 庭 学 習 が 更 に 促 進 さ

れ る よ う 働 き か け を 行 っ て い き ま す 。
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学

校

教

育

学校と家庭の連携の中で事業の推

進を図り、その成果を検証するこ

とで、学校と家庭の連携を深めて

いくことが大切である。 

・小中学校区編成事業は、４回の

「小中学校区検討会議」で保護者

アンケート等をもとに多面的に検

討した結果、現時点での通学区域

の変更は行わないことが望ましい

と判断されたが、現に児童・生徒

が通学している危険性のある通学

路については、各機関との連携の

もと早急に危険防止の措置を取る

よう望む。 

・通学路の安全確保は各小中学校にとって

最も優先度の高い取組項目であり、年度当

初の通学路の見直し及び安全点検は、教育

委員会への報告も義務づけるだけでなく、

教育委員会でも実地調査を行い、危険防止

に努めています。 

また、道路公園課、交通防災課、警察との

連携の下、「多賀城市通学路交通安全プロ

グラム」策定に向けて取組を始めていると

ころです。 

・子どもたちを取り巻く生活環境

の大きな変化を考えると、放課後

や休日に安全・安心な居場所があ

り、遊びや学習、スポーツができ

る環境の提供はとても大事になっ

ている。放課後児童学級は今年度

も１校増え、市内全校実施の予定

も立っているようであるが、今後

は、地域住民による主体的な教室

運営のための方策や、児童センタ

ーや留守家庭児童学級との連携に

よる推進も考えられたい。 

・生涯学習課主管事業として、子どもたち

を取り巻く生活環境の変化に対応するため

、平日は「放課後子ども教室」（放課後児

童学級）週休日は「土曜学習」を実施し、

市の根幹事業として根付いています。そん

な中、国から提出された「放課後子ども総

合プラン」では、福祉部門の留守家庭児童

学級をも巻き込んだ連携が求められていま

す。市内小学校の余裕教室が少ない現状の

中、環境整備が今後の重要な課題となって

います。教育委員会と福祉部門とのより緊

密な関係の構築及び具体的な提携により、

課題解消に向けて努力します。 

・小学校理科支援事業は、小学校

への理科支援員の配置が実現し、

理科好きと答える児童の割合、理

科の授 業の 充実を 図れた と感じ

る教員の割合が非常に高く、順調

な事業状況といえるが、週２回の

勤務を ４個 学年で 計画的 に運用

する支援体制を考慮すると、従事

・理科教育の充実は市教育基本方針の重点

目標であり、支援員の配置以外にも、市教

委主催の教員向け理科研修会の実施や東北

学院大の連携協定に基づく「２１世紀のキ

ーテクノロジーを学ぶⅡ」（教員向け）や

、「工学に関わる啓発活動」（東豊中３年

が参加）などの各事業を通して理科教育の

充実に取り組んでいます。今後は支援員の
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学

校

教

時間を増やすことも期待する。 従事時間の増加も視野に入れて取り組むこ

とにしています。 

・心の教室相談員、スクールカウ

ンセラー、スクールソーシャルワ

ーカーの３事業とも相談件数は、

東日本大震災の影響による家庭

の不安定な状況も影響し、さらに

増加が予想される。小学生の相談

件数も増加傾向にあるが、次年度

の就学児家庭の不安解消への取

組み実施は、相談体制の存在を保

護者に周知するとともに、学校生

活のスタート段階から悩みや不

安の早期解決に導ける取組みと

いえる。安心して学校生活を送る

ことができるよう相談・支援体制

の充実を更に期待する。 

・ 平 成 ２ ６ 年 度 の ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル

ワ ー カ ー の 相 談 時 間 総 数 は 、 ８ ５ ０ 時

間 を 超 え 、 相 談 件 数 は ス ク ー ル ソ ー シ

ャルワーカーを設置している県内全１９

市町の中でも群を抜くものであります。 

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー は 、 臨 床 心 理

の 専 門 家 と し て 、 児 童 生 徒 及 び 保 護 者

の 相 談 を 受 容 的 に 受 止 め 、 心 の 安 定 に

大 き く 貢 献 し て お り ま す 。  

心 の 教 室 相 談 員 は 、 児 童 生 徒 が 気 軽

に 相 談 で き る 存 在 と し て 独 自 の 役 割 を

持 っ て い ま す 。  

今 後 も 更 に 相 談 等 が 増 加 す る こ と が 予

想 さ れ る こ と か ら 、 今 後 は 、 ス ク ー ル

ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー を 中 心 に ス ク ー ル

カ ウ ン セ ラ ー や 心 の 教 室 相 談 員 の 横 の

連 携 を 強 化 し て い き ま す 。  

・少人数・ＴＴ方式による個に応

じた学習指導は、児童・生徒一人

ひとりの能力に応じたきめ細かい

指導が可能で、児童・生徒の学習

意欲を高め、一人ひとりの学力の

向上に有効な授業形態である。平

成２５年度の実践からその成果を

読み取ることができ、担当教師の

学習指導に対する熱意も感じられ

るが、今後、事例的な研究も含め

ながら、個に応じた指導の検討・

工夫による児童・生徒一人ひとり

を生かした授業が展開されること

を期待する。 

・少人数指導やＴＴ指導は、児童生徒一人

ひとりに対し、きめ細かな指導を行うため

に大変有効な授業形態です。現在、市教育

委員会指導の下、各学校において授業研究

等を通し、有効な指導方法について日々改

善を重ねているところであります。しかし

ながら、指導体制を構築するにあたっては

、県費負担教職員の加配の有無に左右され

ることから、今後も人事面での県教委との

調整が必要になります。市教育委員会とし

ても、更に各校での少人数指導やＴＴ指導

の充実が図られるよう指導・助言を継続し

ていきたいと考えています。 
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政

策
学識経験者の意見 教育委員会の検証 

生

涯

学

習

・９施設で予約システムを構築。

施設の利用状況の確認、利用予約

が可能になり、利用者の利便性が

向上し、施設利用者の増加が見込

まれるなど、利用促進効果が期待

できる。このことにより、市民の

生涯学習に対する意欲を高め、地

域の活性化にも繋がるものと思わ

れる。 

・予 約 シ ス テ ム の 導 入 に よ り 、 自宅 の

パソコンから予約 情報を入手できる な

ど利便性は確実に 向上していると思 わ

れます。施設の利 用形態や利用者の 環

境によって、予約 システムを十分に 活

用できない場合も あるため、丁寧に 説

明しながら対応し ているところです 。

セキュリティの問 題や個人情報保護 の

観点から、利用範 囲を再検討する必 要

が生じております が、施設や利用者 の

意見を反映しなが ら対応することに し

ております。現在 は９施設の導入と な

っていますが、市 民活動サポートセ ン

ターでも活用の検 討が進行しており 、

更に利便性は向上 する見通しであり ま

す。  

・生涯学習施設の指定管理者制度

により、民間の有するネットワー

クやノウハウを活用し、豊かな芸

術文化事業が創出され、提供され

ている。市民には自らが企画創造

する芸術文化活動への欲求も増え

ているが、それらに応えるため、

文化活動団体との連携を深めなが

ら、芸術文化の振興を図ることは

「豊かな心を育むまち」づくりに

もつながるもので、期待する。 

・平成２８年度は、指定管理者による施設

の運営の第２期の初年度に当たります。こ

れまで培ったネットワークやノウハウを活

かしながら、さらなる芸術文化の振興を図

ることとしています。 

音楽活動者連絡会も設立され、民間の団

体の交流活動も盛んに行われています。 

また、ＪＲ仙石線多賀城駅周辺は東北随一

の文化交流拠点としての発展が期待されて

いるので、文化センターも拠点施設の一つ

として他の施設とも連携協力した「豊かな

心を育むまち」づくりに貢献したいと考え

ています。  
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ス

ポ

｜

ツ

・学校の運動施設や社会体育施設

等の管理運営は指定管理者「ＮＰ

Ｏ法人多賀城市民スポーツクラ

ブ」によって行われ、指定管理３

期目に達している。施設の復旧工

事の完了により、施設環境も整備

が図られてきているが、今後は学

校施設開放や社会体育施設等の円

滑な運営により、市民の生涯スポ

ーツを支え、地域コミュニティ形

成の効果にも繋がるように更なる

支援を期待する。 

・ Ｎ ＰＯ法 人多賀 城市 民スポー ツク ラ

ブが本市のスポー ツ施設の指定管理 者

となって今年度で １１年目を迎えま す

が、社会体育関係 事業を所管する生 涯

学習課と常に情報 や課題を共有しな が

ら各業務を推進しているところです。

東日本大震災後に は復旧工事を実施

しましたが、総合 体育館や市民プー ル

は施設の老朽化に 伴う不具合が度々 認

められる状況とな っています。この よ

うな現状ではあり ますが、施設利用 者

が安全かつ快適な 環境の下でスポー ツ

活動が実施できる よう、日常的な点 検

整備や修繕等を行 いながらスポーツ の

振興に努めております。  

ま た 、市 民の方々 にと って 最も身近

な ス ポ ー ツ 施 設 で あ る 学 校 に つ い て

は、市内の公立小 ・中学校と調整を 図

りながら積極的に 地域開放を実施し て

おります。  

震 災 後、 地域内で の繋 がりやコ ミュ

ニティの重要性が いっそう叫ばれて い

ますが、学校開放 事業は地域スポー ツ

の振興はもとより 、スポーツ活動を 通

じたコミュニティ 形成に大きく貢献 す

る取組でもあるこ とから、当該事業 を

通じて、今後も地 域の主体的なスポ ー

ツ活動を、継続し て推進・支援して ま

いります。  

 ・市民スポーツ社会の構築には、

施設環境の充実とともに、生涯に

わたりスポーツを通して楽しく健

康づくりを進めるという視点から

のアプローチも大切である。市民

自らが健康について考え、実践す

る気運の醸成と市民協働の立場か

・本市のスポーツを通じた健康支援事

業は、教育委員会と市民スポーツクラ

ブの取組に止まらず、市の保健福祉部

とも連携を図るなど、多面的に事業を

実施しています。  

こ れにより、健康のために 意識的に

運動している市民の割合も年々増加傾
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ら推進する支援体制の整備も重要

である。 

向となっており、平成２６年度に実施

した調査結果では４２．６％となって

います。  

今 後とも、市と市民スポー ツクラブ

の取組を中心としながらも、関係する

市民団体や関係機関と連携を図りなが

ら市民の健康の保持増進を下支えする

ための取組を推進してまいります。  
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政

策
学識経験者の意見 教育委員会の検証 

文

化

財

・被災文化財（古文書等）保全等

事業については、「被災ミュ一ジ

アム再興事業」の採択を受け全体

計画通り平成２８年度に向け、順

調に進められているが、文化財は

地域の歴史を物語る資料として重

要な財産であり、これを保存し、

後世に継承していくことが、地域

の活性化、特色あるまちづくり、

観光振興の上で重要なことであ

る。東日本大震災によって被害を

受けた文化財の保全・調査が継続

され、その歴史的価値について広

く市民への周知を図りながら、市

民の歴史認識の向上を促し、保存

・継承されるよう望む。 

・東日本大震災で被災した古文書、絵画、

屏風等については、平成２４年度より、被

災文化財（古文書等）保全等事業において

修復を実施しております。平成２７年度に

はそれらを適切に保管するため、埋蔵文化

財調査センター特別収蔵庫の改修を行い、

文書資料等を適切に保管する環境を整備す

る予定です。近年では建造物や供養碑等の

調査が進展し、近世以降地域の特色ある歴

史を形成してきた文化財の存在が明らかに

なってきています。地域に伝わり、保存さ

れてきたさまざまな文化財については、展

示での公開、講座での紹介など、それらの

歴史的価値を理解していただけるような機

会を設け、文化財を保存・継承していく意

識の高揚を図っていきたいと考えておりま

す。 

・市民共有の遺産である文化財は、

調査、保存、活用、普及啓発が総

合的に推進されてこそ、市民の文

化の向上、発展に寄与するもので

ある。展示・報告会等の事業、保

存活用事業が、幼少期からの体験

学習の場として、また、市民の「史

都・多賀城」の学びの場として、

機能するよう成果を期待する。 

埋 蔵 文化 財調査セ ンタ ーで は、主に

市内にある遺跡の 発掘調査や民俗資 料

の収集を行い、そ れらの成果は逐次 遺

跡調査報告会や速 報展、企画展、及 び

展 示 関 連 の 講 演 会 を 実 施 す る な ど し

て、広く公開しているところです。  

ま た 、多 賀城史遊 館で は、 まが玉や

縄文カゴ、横笛づ くりなど、歴史的 な

体験を通して地域 の歴史文化に触れ る

ことができます。こうした体験学習は、

小中学校への出前 授業や、近隣市町 と

の共同事業である 親子による縄文土 器

づくりといった形 でも進めており、 市

の将来を担う子供 たちへの普及啓発 活
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財

動の一翼を担っています。  

一方、身近な文化財に対する調査は、

ようやく緒についたばかりです。この

ような地域に根ざした文化財の調査研

究成果を地元に還元することで、歴史

に触れる機会が増え、地域の歴史文化

に対する誇りや愛着につながると考え

られることから、今後一層調査研究活

動を進め、それらの成果を、多くの市

民に伝えるための機会を設けるよう、

努めて参ります。
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３ 事務事業の点検・評価 

教育委員会において実施した事業のうち、主要事業（総合計画に定める「基

本事業」に大きく貢献する事業。）３８事業について点検・評価を行いました。 

(1) 評価結果の概要 

事業状況 事務事業数 成果向上 事務事業数

順 調 で あ る １４件 向上余地は大 ３件 

まあ順調である ２２件 向上余地は中 １０件 

順 調 で は な い ２件 向上余地は小 ２５件 

合  計 ３８件 合  計 ３８件 

  (2) 点検評価対象事業一覧（１７頁） 

  (3) 事務事業計画書兼評価表の見かた（１９頁） 

  (4) 点検評価表（事務事業評価表）（２０頁～５７頁） 

４ 学校評価 

教育重点目標に基づき、５施策９事業について、平成２６年度学校評価を実

施しました。 

  (1) 「確かな学力」をはぐくむ教育の充実（５８頁～６０頁） 

ア 個に応じた学習指導の工夫（少人数・ＴＴ）の実施 

イ 教職員の授業力の向上 

  (2) 「豊かな心」をはぐくむ心の教育の推進（６１頁・６２頁） 

ア 「語りかけて励まし、認めて育てる」、心のかよいあう生徒指導の推進 

イ 豊かな心をはぐくむ体験活動の充実 

    (3) 「健やかな体」を育てる健康教育の推進  （６３頁） 

ア 学校給食の更なる安全性の確保と学校と連携した食育指導の推進 

    (4)  開かれた、特色ある学校づくりの推進（６４頁・６５頁）  

ア 多賀城を知り多賀城を語れる児童生徒の育成 

イ 保護者、地域の信頼に応える学校づくリ 

  (5)  安全でうるおいのある学校教育環境づくりの推進（６６頁・６７頁） 

ア 安全教育の推進 

イ 主体的な学びに対応できる学校図書館の充実と活用 
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1 1 大

2 2 中

3 3 小

【政策３】 歴史・文化を継承し豊かな心を育むまち

№ 政策 施策
基本
事業

事務事業名 担当課等
26年度
決算額
(千円単位)

掲載
ページ

事業
状況

成果
向上

1 3 1 1 学校支援地域本部事業 生涯学習課 711 20 1 1
2 3 1 2 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課 4,010 21 1 1
3 3 1 99 幼稚園就園奨励補助事業 教育総務課 124,753 22 1 3
4 3 2 2 学校教育指導事業 学校教育課 1,524 23 2 2
5 3 2 2 特別支援教育支援事業［小学校］ 学校教育課 16,070 24 1 3
6 3 2 2 特別支援教育支援事業［中学校］ 学校教育課 4,239 25 1 3
7 3 2 2 小学校理科支援事業 学校教育課 2,602 26 1 2
8 3 2 2 多賀城学習個別支援事業 学校教育課 6,257 27 2 3
9 3 2 2 自主学習支援事業 学校教育課 850 28 2 2
10 3 2 3 設備、器具等維持管理事業 学校給食センター 32,086 29 2 3
11 3 2 3 学校給食放射性物質測定検査事業 学校給食センター 4,299 30 1 3
12 3 2 4 スクールカウンセラー活用調査研究事業 学校教育課 277 31 2 3
13 3 2 4 スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課 4,432 32 2 3
14 3 2 5 小学校施設維持管理事業 教育総務課 94,749 33 2 3
15 3 2 5 中学校施設維持管理事業 教育総務課 67,001 34 2 3
16 3 2 5 城南小学校増築事業 教育総務課 184,396 35 1 3
17 3 2 5 城南小学校校舎大規模改造事業 教育総務課 28,296 36 1 3
18 3 2 5 多賀城東小学校エレベータ改修事業 教育総務課 3,780 37 1 3
19 3 2 5 多賀城中学校エレベータ改修事業 教育総務課 3,780 38 1 3
20 3 2 5 多賀城中学校プール改修事業 教育総務課 7,236 39 1 3
21 3 2 5 多賀城中学校建具修繕事業 教育総務課 4,212 40 2 3
22 3 2 5 多賀城中学校トイレ配管修繕事業 教育総務課 2,591 41 2 3
23 3 2 99 就学援助事業［小学校］ 学校教育課 24,462 42 2 3
24 3 2 99 就学援助事業［中学校］ 学校教育課 22,085 43 2 3
25 3 2 99 学校給食費未納対策事業 学校教育課 1,998 44 2 2
26 3 2 99 防災副読本作成事業 学校教育課 0 45 2 3
27 3 3 2 成人式開催事業 生涯学習課 391 46 2 2
28 3 3 4 文化センター管理運営事業 生涯学習課 115,354 47 2 2
29 3 3 4 文化センター改修事業 生涯学習課 15,660 48 3 2
30 3 3 4 図書館移転事業 生涯学習課 358 49 2 1
31 3 3 4 大代地区公民館管理運営事業 中央公民館 23,335 50 2 2
32 3 4 2 多賀城市社会体育施設等管理運営事業 生涯学習課 114,274 51 2 2
33 3 5 1 埋蔵文化財緊急調査事業（復興交付金） 埋蔵文化財調査センター 31,016 52 2 3
34 3 5 2 特別史跡多賀城跡復元整備事業 文化財課 4,526 53 1 3
35 3 5 3 被災文化財（古文書等）保全等事業 文化財課 15,193 54 1 2
36 3 5 3 展示・報告会等開催事業 埋蔵文化財調査センター 2,377 55 2 3
37 3 5 3 埋蔵文化財保存活用整備事業 埋蔵文化財調査センター 2,784 56 2 3
38 3 5 3 埋蔵文化財調査センター改修事業 埋蔵文化財調査センター 0 57 3 3

38 事業

14 大 3

22 中 10

2 小 25

●成果向上・・・事務事業を継続することにより、成果指標が今後も向上するのか、または
やり方を変えることにより成果向上が見込めないかどうかを検討します。

事業状況

順調である

まあ順調である

順調ではない

　　　　　　※主要事業とは、総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業です。

指標
結果

成果向上

　　　　　　　　　　●事業状況・・・事務事業の進捗状況について、当初予定と比較した状況となります。　　

成果向上

教育委員会所管主要事業 順調である

概ね順調である

順調ではない

事業状況

38事業
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【施策】

5-1 農業の振興

5-2 商工業の振興

5-3 企業誘致の推進

5-4 観光の振興

集い つながり 活気

あふれるまち（産業分野）
政 策

５

心がかよう地域の絆を

育むまち（地域経営分野）
政 策

６

元気で健やかに暮らせる

まち（健康福祉分野）

【施策】

2-1 地域福祉の推進

2-2 健康づくりの推進

2-3 子育て支援の充実

政 策

２

環境を大切にする心を

育むまち（環境分野）

政 策

４

【施策】

4-1 環境との共生

4-2 生活環境の保全

4-3 資源循環型社会の形成

安全で快適に暮らせる

まち（安全・快適分野）

【施策】

1-1 災害対策の推進

1-2 防犯対策の推進

1-3 安全な消費生活の確保

1-4 交通安全対策の推進

1-5 交通環境の充実

1-6 市域の整備

1-7 中心市街地の整備

1-8 安全で安定した水の供給

政 策

１

【施策】

6-1 地域コミュニティの充実

6-2 市民活動の充実

6-3 開かれた市政の推進

理解と信頼で進める

自律したまち

（行政経営分野）

【施策】

7-1 適正な事務の執行と

サービスの提供

7-2 組織・人事マネジメント

7-3 効果的・効率的な行財政

経営の推進

政 策

７

【施策】

3-1 学校・家庭・地域の連携

による教育力の向上

3-2 学校教育の充実

3-3 生涯学習の推進

3-4 市民スポーツ社会の推進

3-5 文化財の保護と活用

歴史・文化を継承し

豊かな心を育むまち

（教育文化分野）

2-4 高齢者福祉の推進

2-5 障害者（児）福祉の推進

2-6 社会保障等の充実

政 策

３
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主要 ［999］ （事項別明細書　　ページ）

○活動指標、成果指標、事業費の推移

○これまでの取り組みの評価
□ 順調である

□ 概ね順調である

□ 順調ではない

□

□

□

復興計画 担当係

＜事務事業評価表の見かた＞

事務事業名称
担当部

担当課

会計

開始年度 終了年度 実施計画 ○

款 政　策
項 施　策
目 基本事業

事務事業の開始背景、根拠 事務事業の改善改革経過、全体計画

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（26年度の取り組み）

意図（事業実施により対象をどのような状態にしたいのか）

区分
指標名

単位
24年度 25年度 26年度

実績 実績 実績

対象指標
Ａ

Ｂ

活動指標

Ｃ

Ｅ

Ｄ

成果指標
Ｆ

Ｇ

付記事項

事
業
費

合計 千円

地 方 債 千円

国支出金 千円
県支出金 千円

千円

千円

そ の 他 千円
一般財源

事
業
状
況

正職員人工数 人工
正職員人件費

成
果
向
上

向上余地は大

向上余地は中

向上余地は小

　基本事業を実現する手段である事務事業のうち、主要な事業について、事務事業評価により事業の
全容を行政評価の視点で記載しています。「目的は、まちづくりにつながっているか」「目的はどの程度
達成されたのか」「手段は、目的達成のために適切か」「コストは適切か」といった視点で評価・検討を
行い、業務改善へとつなげるものです。

トータルコスト 千円

●事項別明細書・・・それぞれの会計における

事項別明細書のページを記載しています。

●政策・施策・基本事業・・・総合計画に

おける位置づけを記載しています。

●担当・・・当該年度の所管組

織名称を記載しています。

●会計・・・一般会計、特別会計、

事業会計の区分

●終了年度・・・事業終了年度

が決まっている場合に記載
●実施計画・復興計画・・・該当

する事業に「○」を付しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける、

または恩恵を受ける人や団体、場所など

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対

象」をどのような状態にしたいのか

●手段・・・この事務事業で当該年度に行った取り組み

です。

また、事業の特定財源（補助制度等）を活用した場合

は、【○○補助金 国○/○】というように、参考として記
載しています。

なお、復興交付金事業については、採択された回を記

載しています。

●改善改革経過、全体計画・・・事務事業のこれまでの改

善改革等主な経過、全体計画（決定している場合）

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。

●活動指標・・・事務事業の目的を達成するために、市が何をどれだけ行ったか」を測るため

のものさしです。

●成果指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか（対象が意図の状態にどれだ

け近づいたのか）」を測るものさしです。ただし、成果指標を設定するのが難しいため代替的

に設定している場合は、指標名の前に「代替」と記載しています。

●事業費・・・コスト推移の目安として、事業

費及び財源内訳を千円単位で記載していま

す。「その他」には、繰越や使用料等、他の

欄に該当しない財源をまとめています。

●人工数・・・平成２３年度から、全ての事

業について記載しています。

●トータルコスト・・・直接事業費に、人件

費「概算人工数×平均人件費（給与費に

保険等の事業主負担分を含めた１人当た

り平均雇用コスト800万円）」を加えたコスト
です。

●事業状況・・・事

務事業の進捗状

況について、当初

予定と比較した状

●成果向上・・・事務事業を継続することに

より、成果指標が今後も向上するのか、また

はやり方を変えることにより成果向上が見

込めないかどうかを検討します。

平成２６年度に終了した事業については、原

則として「向上余地は小」を選択しています。

■事務事業の開始背景、根拠・・・複数の予算科目を合

算している事務事業については、【この事務事業は○○

と○○を合わせた事業です】と記載しています。
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